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第 86回 「宇宙開発と株式市場」
2021年
4 月30日
発行

～新たなフロンティアで長期上昇へ～

初めに

昨年12月18日付けの当レポート、2021年のびっくり10大予想では予想の1つとして「21世紀
の新市場は宇宙・宇宙関連株が上昇」を挙げました。それからまだ4ヶ月ですが、宇宙開発は
加速、関連株も注目を集めています。今回は宇宙開発の状況やそれが市場に及ぼす影響などに
ついてお話しします。

最近の宇宙開発状況

宇宙開発という言葉から米国のアポロ計画のような国家プロジェクトを思い浮かべる方もい
らっしゃると思います。もちろん日本のはやぶさプロジェクトのように国が主導あるいは支援
する宇宙開発は今でもありますが、最近は民間企業によるビジネスとしての宇宙開発が活況を
呈しています。

民間の宇宙ビジネス

民間の代表的な宇宙関連ビジネスがロケットです。以前、それまで出来なかったロケットの
リサイクルが可能になったことによりコストが低下、ロケットビジネスが活気づいた、と聞い
たことがあります。日本では三菱重工がロケットを手掛けており、中国メーカーなどと競って
います。またキャノン電子も小型衛星の分野に進出しています。ベンチャー企業の多いことが
ロケットビジネスの特徴です。1月18日付日本経済新聞電子版にはそうしたベンチャー企業と
して、シンスペクティブやアクセルスペースの名前が挙がっています。

宇宙港の整備が課題

宇宙に行くには行き帰りのロケットが使用する宇宙港が欠かせません。こうした港の整備や
宇宙旅行に関するルールの整備などが今後の課題です。

宇宙開発と株式市場

宇宙開発の進展は株式市場にはプラスです。まずロケットや宇宙ステーションのようなイン
フラの整備、また将来的には宇宙旅行などの新サービスが景気を押し上げ株式市場にも好材料、
と見ています。

アルテミス計画

アルテミス計画はNASAが将来の火星有人探査を前提に、月に拠点を作るプロジェクトです。
月に到達すればアポロ計画以来52年ぶりです。このように米国では宇宙開発の機運が高まって
いますが、他の国も今後より力を入れてくると思います。今後の宇宙開発競争に注目です。


